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応益負担導入へ、厚労省再度明らかにする

　12月14日（火）、社保審障害者部会が開かれた。

　この日もグランドデザインに関して、厚労省より資料が出され、サービスの１割の応益負担導入などを中心にした考え方が明らかにされた。

　これによると、負担上限は4万200円（市町村民税世帯非課税については、低所得1、低所得2と区分され、低所得1の場合は負担上限1万5000円、低所得2については同じく2万4600円）という方向を明らかにした。

さらにグループホームで生活し、通所施設に通う「知的障害者」については、定率負担とともに、通所施設における食費も負担する必要が出てくる。また、入所施設にいる「身体障害者」については、食費も含めて、約6万1000円ほどの負担が必要となる。

大幅な負担増となり、施設で生活している場合、満足に介助者と外出や旅行に行けなくなることは明らかで、地域生活をめざすにしてもそのための資金の貯蓄さえできなくなる。

この障害者部会では、福島智（東大助教授）委員から「「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案）」に関する意見書　生存と魂の自由を――障害者福祉への応益負担導入は、「保釈金」の徴収だ」が提出された。しかし、十分な論議の時間が与えられなかったと聞く。

また、この障害者部会の照準にあて、DPI日本会議は13～15日、全国行動を展開し、グランドデザインの根本的な見直しを訴えた。


公明党、厚労省に要望書を出す

　公明党はJDやDPIなど障害者団体とグランドデザインに関するヒアリングを行なったが、このほど党として、厚労省に要望書を出した。

低所得者への配慮、扶養義務者の負担制度の撤廃などを提起している。










